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はじめに
国立社会保障・人口問題研究所において、2011年に開始された研究プロジェクト「わ

が国の長寿化の要因と社会・経済に与える影響に関する人口学的研究」（平成 23～25 年

度）では、その中核として、国際的な生命表データベースプロジェクトである Human

Mortality Database(HMD)と整合的な日本の生命表を提供する「日本版死亡データベー

ス (JMD)」の開発・提供に関する研究が行われた。このプロジェクトは、その後、「長寿

化・高齢化の総合的分析及びそれらが社会保障等の経済社会構造に及ぼす人口学的影響に

関する研究」（平成 26～28 年度）」、「長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究」（平

成 29～令和元年度）、「超長寿社会における人口・経済・社会のモデリングと総合分析」（令

和 2年度～）という、「長寿プロジェクト」とも称される一連の後継プロジェクトにつな

がり、この中で引き続き JMDの開発・提供に関する研究が継続されてきた (石井 2020)。

JMDは 2012年に全国版、2014年に都道府県版の生命表データベースの提供が開始され

(石井 2015a)、また、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」(国立社

会保障・人口問題研究所 2017)の基礎データとして用いられている他、様々な活用が行わ

れ始めている (石井 2015b)。

しかしながら、現在、JMDで提供されている都道府県別の生命表については、全国生

命表と比較してデータの提供内容やその範囲に制約があるのが現状である。そのいくつか

の例として、

• 死因別年齢調整死亡率提供がまだ行われていない点

• 提供年次が 1975年以降に限られている点

• 生命表の年齢や年次が 5歳× 5年になっている点

などが挙げられる。本研究は、このような点について都道府県別 JMDを拡張する観点

から研究を行うことを目的としたものである。

1 死因別年齢調整死亡率

1.1 JMDにおける死因別年齢調整死亡率

JMD で提供する死因別年齢調整死亡率については、石井 (2022) において死因分類

に関する提案を行うとともに、全国の年齢調整死亡率に関し、Human Cause-of-Death
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Database(HCD)プロジェクトにおける他の先進諸国の年齢調整死亡率との比較を含めた

検討を行ったところである。

石井 (2022) では、JMD で用いる死因分類として、国内での死因分析には人口動態調

査で用いられる死因簡単分類と整合性を持った分類が好ましく、国際比較の観点からは

HCDの intermediate listとの整合性を持つことが好ましいことから、ICD-10における

死因簡単分類を基礎としつつ、これに HCDの intermediate listを比較参照しながら、両

者の細分化を行った分類表を作成し、これを JMD死因分類として設定した。この具体的

な JMD死因分類を示したものが表 2～3である*1。また、石井 (2022)では、JMD死因

分類とリスク対応生存延年数 (Exposure-to-Risk) を用いて各年の死因別年齢調整死亡率

を算出し、これに基づいて、人口学的に重要と考えられる、死因別年齢調整死亡率の長期

的かつ連続的な観察ができることを見た。このように、死因系列の統合によって、JMD

は単なる生命表のデータベースであるだけではなく、死亡分析に関するより包括的なシス

テムとしての役割をも果たせることが明らかとなった。

一方、JMDでは従来より都道府県別のデータも公開しており、全国と同様、JMDに収

載されている各種指標を用いることにより、都道府県別の死因分析を行うことが可能であ

る。石井 (2015b)では、JMDで提供されている都道府県別生命表と人口動態統計の死因

統計を組み合わせて、悪性新生物、心疾患（高血圧性を除く）、脳血管疾患、肺炎の４死因

に関し、生命表上の死因別死亡確率を算出*2し、1980年以降の推移を分析するとともに、

これを用いた階層的クラスター分析を行い、都道府県のグループ分けを行っている。しか

しながら、全国値のように、JMDにおいて都道府県別年齢調整死亡率が提供されていれ

ば、より直接的な地域別死因分析が可能となる。そこで、本節においては、全国値と同様

の方法を用いて都道府県別の年齢調整死亡率を算出し、その観察を行うこととする。

なお、年齢調整死亡率の算定に用いる基準人口は、石井 (2022)にある通り、「基準人口

の改訂に係る検討結果の報告」(厚生労働省 2020)の中で新たな基準人口として用いるこ

ととされた、平成 27年国勢調査に基づく年齢・国籍不詳を按分した日本人人口に、95歳

未満において平滑化による当てはめを行った「平成 27年モデル人口」とした*3。

1.2 全死因の年齢調整死亡率

「平成 27年モデル人口」を基準人口とした、全死因の都道府県別年齢調整死亡率を示し

たものが図 1である。なお、以下も含め、JMD の死因別年齢調整死亡率では、年齢 (階

*1 昨年度の本研究プロジェクトの報告書 (石井 2021) においても同様の表を示したが、その後、分類表作
成の参考となっている HCD の死因分類に修正があったため、石井 (2022) ではこれを踏まえて JMDC

分類に修正を行ったことから、修正後の表を改めて示している。
*2 生命表上の死因別死亡確率の算出には Preston et al. (2001), p.76の方法を用いた
*3 石井 (2022)では、厚生労働省 (2020)に従って「平成 27年基準人口」という用語を用いたが、その後公
表された人口動態調査では「平成 27年モデル人口」という用語に変更されていたので、本稿でもこちら
に統一することとした。
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出所: 筆者作成

図 1 都道府県別年齢調整死亡率

級) 別死亡数に年齢不詳按分を行っていないことを注意しておく。JMD における生命表

算出の基礎となる年齢別死亡数には年齢不詳按分が行われているが、これは死因別に年齢

不詳按分を行ったものではない。一般に、死因別に年齢不詳按分を行った上で全死因を足

し上げた年齢 (階級)別死亡数は、全死因で年齢不詳按分を行った年齢 (階級)別死亡数と

は一致しないため、死因別年齢調整死亡率の算出において死因別に年齢不詳按分を行う

と、JMD生命表の基礎数値との不整合が生じることとなる。そこで、JMDの死因別年齢
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調整死亡率については、人口動態統計と同様に、年齢不詳按分を行わない年齢 (階級)別

死亡数を用いて算出を行っている。図 1に示す全死因の年齢調整死亡率は、HI分類の全

ての死因の年齢調整死亡率を合計したものであり、年齢不詳按分が行われている JMD生

命表の年齢別死亡数を用いて全死因の年齢調整死亡率を算出した値とは一致しないことに

注意されたい。

以上の注意の下、図 1 で示された全死因の都道府県別年齢調整死亡率を観察すると、

1975年以降の都道府県別年齢調整死亡率は、男女ともやや分散を縮小しつつも、概ね全

体的に共通した低下傾向を示していることが理解できる。また、男性よりも女性の分散の

方が小さいことが見て取れる。

一方、固有の動きをしている都道府県も存在している。例えば、男女とも黄色い一点鎖

線で表されているのが沖縄県であり、他の都道府県よりも低いレベルで推移してきてい

る。一方で、特に男性で赤い実線で他よりも高いレベルで推移してきているのは青森県で

ある。また、1995年には阪神・淡路大震災の影響で兵庫県が、2011年には東日本大震災

の影響で岩手県・宮城県・福島県が突出していることが観察できる。

1.3 HI分類による年齢調整死亡率

次に、HI分類による主要死因として悪性新生物、心疾患、脳血管疾患、肺炎、老衰、不

慮の事故 (交通事故除く)を選択し、都道府県別年齢調整死亡率を算出して男女別に示し

たものが図 2、3である。これを見ると、男女とも各死因の動きは概ね都道府県によらず

共通する傾向が観察できる。女性に関しては、緑色で示される脳血管疾患が急速に減少

し、赤色で示される心疾患は期間の前半ではより緩やかに減少、あるいはほぼ横ばいで推

移し、1993～1995年で急速に低下する。これは、1995年の ICD-10導入と同時に実施さ

れた死亡診断書の改訂において、「死亡の原因」欄の注意書きとして「疾患の終末期の状

態としての心不全、呼吸不全等は書かないでください」という記述が追加されたことによ

るものである (是川 2021)。また、黒色で示される悪性新生物は、概ね横ばいか、やや減

少傾向で推移している。赤紫色で示される不慮の事故については、全死因で観察したのと

同様、1995年には阪神・淡路大震災の影響で兵庫県が、2011年には東日本大震災の影響

で岩手県・宮城県・福島県が突出していることが観察できる。また、どの都道府県におい

ても、老衰は近年増加傾向にある。男性についても女性と概ね同じような傾向が見られる

が、悪性新生物については女性とやや異なっており、期間の前半では増加基調、後半では

減少基調となっている。一方で、詳細に観察すると、それぞれの都道府県での特徴も見る

ことができる。例えば、緑色で示された脳血管疾患の 1975年におけるレベルは、男女と

も、岩手県、秋田県などの東北地方の一部地域、栃木県などの北関東の一部地域で高いが、

沖縄県、香川県のように低い県も存在していることが観察できる。
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図 2 主要死因別・都道府県別年齢調整死亡率 (女性)
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図 3 主要死因別・都道府県別年齢調整死亡率 (男性)
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1.4 JMD分類による悪性新生物の主要部位別年齢調整死亡率

次に、比較的どの都道府県でも同じような傾向を示している悪性新生物の年齢調整死亡

率に関し、これを主要部位別に分けた場合の動きを観察してみることとしよう。図 4、5

は、JMD死因分類 16～32について、都道府県別の年齢調整死亡率の推移を示したグラフ

である*4。

男女とも黒色の実線で示された「16:胃の悪性新生物」が期間内で大きく減少している

ことが観察できるが、そのレベルは都道府県ごとにかなり異なっていることがわかる。ま

た、特に男性では、緑の点線で示された「26:気管，気管支及び肺の悪性新生物」が「16:

胃の悪性新生物」よりも多くの都道府県で高いレベルにあるが、秋田県のように期間の前

半では「26:気管，気管支及び肺の悪性新生物」の方が低いケースもある一方で、沖縄県の

ように「16:胃の悪性新生物」に比べて「26:気管，気管支及び肺の悪性新生物」がかなり

高いケースもある。さらに、男性では、水色の実線で示された「20:肝及び肝内胆管の悪性

新生物」についても、北海道や東北の多くの道県で観察されるように概ね一定のレベルで

推移するケースがある一方で、西日本の多くの府県で見られるようにこの期間内で大きく

減少しているケースも存在する。

このように、悪性新生物死亡率を主要部位別に観察すると、HI分類の悪性新生物の動

きと異なり、必ずしも一様ではない、都道府県毎の特徴を見ることができることがわか

る。従って、JMD死因分類による都道府県別年齢調整死亡率の提供により、地域別の死

因の推移をより詳細に分析することが可能となることが明らかとなったといえよう。

一方で、地域別の死因別年齢調整死亡率にはその観察に注意が必要な点も存在してい

る。年齢調整死亡率は、死亡レベルが低く、発生する死亡数が小さい場合、その値が統計

的に安定せず、年次推移でみると大きく上下するフラクチュエーションを伴って推移する

ことがある。図 4の女性の年齢調整死亡率では特にこのような傾向が顕著に観察できる。

「基準人口の改訂に係る検討結果の報告」(厚生労働省 2020)の中でも、年齢階級の上限及

び遡及期間の決定に際し、年齢調整死亡率の標準誤差率を踏まえた検討が行われているよ

うに、発生頻度が低い、小地域の細かい分類による年齢調整死亡率を用いて分析を行うに

あたっては、このような年齢調整死亡率の統計的安定性にも留意することが必要である。

*4 女性では「32:前立腺の悪性新生物」を、男性では「28:乳房の悪性新生物」、「29:子宮頚部の悪性新生物」、
「30:その他の子宮の悪性新生物」、「31:卵巣の悪性新生物」を除いている
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図 4 悪性新生物の主要部位別・都道府県別年齢調整死亡率 (女性)
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図 5 悪性新生物の主要部位別・都道府県別年齢調整死亡率 (男性)
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2 提供年次の拡大について

2.1 提供年次拡大に関する問題点

次に、提供年次の拡大に関して述べることとする。現在、JMDの都道府県別生命表は

1975年以降に限って作成・公表されている。これは、1971年以前について、性別・年次

別・年齢別・都道府県別死亡数は人口動態統計調査から得られるものの、これをさらに生

年別に分けたレキシストライアングルベースでの都道府県別死亡数が直接得られないこと

がその要因である。

Human Mortality Database(HMD)では、レキシストライアングルベースでの死亡数

が直接公式統計等から得られない場合、様々な手法を用いて存在する死亡統計からレキ

シストライアングルベースの死亡数を推定する方法を手順書の中で示している (Wilmoth

et al. 2021)。特に、性別・年次別・年齢別・都道府県別死亡数が生年別に分けられてい

ない場合、下側レキシストライアングル割合（πd(x, t))を、線形回帰によってモデリング

された回帰式を用いて推定し、これを用いてレキシストライアングルベースの死亡数を推

計することを提案している。ここで、

πd(x, t) =
DL(x, t)

DL(x, t) +DU (x, t)

であり、xを年齢，tを年次として、DL(x, t)は、年次 t，年齢 x歳の下側レキシストライ

アングルの死亡数、DU (x, t)は同じく上側レキシストライアングルの死亡数である (石井

2015a)。

この時、Wilmoth et al. (2021)は、以下のような回帰モデルを用いて、πd(x, t)を推定

することを提案している。

π̂d
z(x, t) =constant + α̂x

z + az[πb(x, t)− 0.5] + bz · flu18 + cz · flu19
+dz · ln IMRz(t) + ez · ln IMRz(t) ·A0 + fz · ln IMRz(t) ·A1

+gz · [ln IMRz(t)− ln(0.01)] ·A0 · LowIMR

ここで z ∈ {男性，女性 }は性別を表す。az，bz， cz，dz，ez，fz，gz は、性別 z の回帰

係数であり、A0，A1 はそれぞれ 0歳と 1歳のダミー変数である。また、flu18，flu19 は、

それぞれスペイン・インフルエンザ（Spanish flu)が世界的に大流行した 1918年と 1919

年の年次ダミー変数であり、IMR(t)は年次 tの乳児死亡率（Infant Mortality Rate，以

下，IMRという）である。さらに、πb(x, t)は出生コーホート比であり、t年に x歳であ

るコーホートの出生時サイズの、t年に x歳と x− 1歳であるコーホートの出生時サイズ

合計に対する比を表す指標として、以下の式で計算される。

πb(x, t) =
B(t− x)

B(t− x) +B(t− x− 1)

また、LowIMRは IMRが 0.01を下回る場合に 1をとるダミー変数である。
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Wilmoth et al. (2021)は、スウェーデン、フランス、日本の長期的なデータを用いて

この回帰モデルを推定しているが、これが戦後の日本の都道府県別の πd(x, t)の推定にそ

のまま有効であるとは必ずしも限らない。そこで、本研究においては、以下、日本全国の

戦後のデータを用いて、同様の回帰式を推定することを試みる。

2.2 データと方法

本研究で提案するモデルの構築には、全国版 JMD の基礎データを用いた。具体的に

は、JMDの基礎データから、1947-2019年の、全国の男女別、各年・各歳（0-120歳、年

齢不詳）の生年コーホート（レキシストライアングル）別死亡数から、年齢不詳を除いた

109歳までの死亡数を用いた*5。

出生数については、死亡数と同様、1947 年以降の JMD の基礎データを用いたが、後

述する線形回帰モデルにおいては、説明変数として、出生コーホート比 πb(x, t) や IMR

が必要となるため、戦前の出生数も使用している。なお、1947年は 75歳以上の出生コー

ホート比が計算できないため、欠損値としてモデル推定を行った。

本研究では、以下の線形回帰モデルを提案する。

πd(x, t) =constant + αx + a · [πb(x, t)− 0.5] + b · ln IMR(t) + c · ln IMR(t) ·A0

+d · ln IMR(t) ·A1 + e · [ln IMR(t)− ln(0.01)] ·A0 · LowIMR

推定にあたっては、Wilmoth et al. (2021) と同様、以下のウェイトを用いた加重最小二

乗法 (Weighted Least Squared Estimation) を用いた。

ω(x, t) =
D(x, t)∑
x D(x, t)

2.3 推定結果

表 1は、1947-2019年の全国のデータをもとに、回帰分析を行った結果である。なお、

年齢効果については、20-24歳をレファレンス・カテゴリーとしたため、同年齢の係数は

示していない。年齢効果の係数から、0歳や 1歳などでは、20-24歳と比較して、1%水準

で有意に下側レキシストライアングル割合が高くなることが確認された。一方で、25-29

歳や 30-34 歳などでは、10% 有意水準でも、有意な差は確認できなかったが、これは、

こうした壮年期では、下側レキシストライアングル割合は概ね 0.5付近で安定しており、

20-24歳と比較した場合には、統計的に有意な年齢効果が確認できないためと考えられる。

0歳の下側レキシストライアングル割合については、推計値において、男女に明確な差

異は確認できなかった。実際、このモデルに基づいて 2019年の 0歳の下側レキシストラ

*5 1947年の IMRについては、1946年の出生数が公表されていないため、B(1946) = B(1947)と仮定し
て IMRを計算した
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表 1 下側レキシストライアングル死亡数の割合の線形回帰 (男女別)

女 男

共変量 係数 標準偏差 p値 係数 標準偏差 p値

年齢

0 0.0851 0.0078 0.0000 0.0637 0.0072 0.0000

1 0.0804 0.0114 0.0000 0.0655 0.0117 0.0000

2-4 0.0229 0.0028 0.0000 0.0191 0.0027 0.0000

5-9 0.0156 0.0033 0.0000 0.0153 0.0031 0.0000

10-14 -0.0103 0.0038 0.0071 -0.0027 0.0036 0.4545

15-19 -0.0136 0.0030 0.0000 -0.0102 0.0026 0.0001

20-24

25-29 0.0043 0.0026 0.0918 0.0046 0.0024 0.0488

30-34 0.0012 0.0025 0.6405 -0.0035 0.0023 0.1402

35-39 -0.0019 0.0024 0.4483 -0.0059 0.0022 0.0084

40-44 -0.0039 0.0023 0.0991 -0.0096 0.0021 0.0000

45-49 -0.0059 0.0022 0.0080 -0.0110 0.0020 0.0000

50-54 -0.0068 0.0021 0.0015 -0.0121 0.0019 0.0000

55-59 -0.0078 0.0021 0.0002 -0.0115 0.0018 0.0000

60-64 -0.0136 0.0020 0.0000 -0.0147 0.0018 0.0000

65-69 -0.0162 0.0020 0.0000 -0.0159 0.0018 0.0000

70-74 -0.0196 0.0020 0.0000 -0.0163 0.0018 0.0000

75-79 -0.0207 0.0020 0.0000 -0.0153 0.0018 0.0000

80-84 -0.0196 0.0020 0.0000 -0.0123 0.0018 0.0000

85-89 -0.0157 0.0020 0.0000 -0.0057 0.0018 0.0016

90-94 -0.0071 0.0020 0.0004 0.0029 0.0020 0.1451

95-99 0.0043 0.0022 0.0464 0.0120 0.0026 0.0000

100-104 0.0180 0.0029 0.0000 0.0264 0.0055 0.0000

105-109 0.0336 0.0077 0.0000 0.0462 0.0225 0.0399

出生コーホート比
−0.5 0.8902 0.0140 0.0000 0.7931 0.0155 0.0000

ln(IMR) -0.0022 0.0006 0.0002 -0.0013 0.0005 0.0188

ln(IMR)

× (0歳ダミー) -0.0476 0.0022 0.0000 -0.0592 0.0021 0.0000

ln(IMR)

× (1歳ダミー) 0.0153 0.0031 0.0000 0.0134 0.0033 0.0000

[ln(IMR)− ln(0.01)]

× (0歳ダミー)
×LowIMR 0.1116 0.0055 0.0000 0.1273 0.0073 0.0000

定数 0.5172 0.0027 0.0000 0.5196 0.0025 0.0000

N 7102 7072

adj.R2 0.9042 0.9098

注 1: 年齢階級のレファレンスは 20-24 歳である。

注 2: Low IMR は IMR < 0.01 で 1 をとるダミー変数である。

イアングル割合の推計値を計算したところ、女性で 0.755、男性で 0.745となり、その他

の年次でも、同様にわずかに女性で下側レキシストライアングル割合が高くなったもの

の、1994年の推計値で見ると、女性 0.821、男性 0.825と、若干男性の方が下側レキシス

トライアングル割合が高くなることも確認された。IMR自体は女性よりも男性で死亡水

準が高くなるものの、下側レキシストライアングル割合には顕著な差がみられないといえ
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よう。

対数値の IMR の係数については、Wilmoth et al. (2021) と同様に、男女とも負で

1%水準で有意となった。Wilmoth et al. (2021) は、IMRを、短期的な死亡率の変動の

代理変数 (proxy variable) として説明変数に加えているとしているが、このような短期

的な死亡水準の変動要因としては、第二次世界大戦後のわが国の例で言えば、1957年の

「アジアかぜ」といった、感染症の流行が考えられる。

パンデミックの時期には、死亡率は一時的に急激に上昇することが予想され、そのよう

な局面では、IMRも一時的に上昇することが考えられるが、全年齢を通してみたときに

は、そうした一時的な死亡水準の上昇は、下側レキシストライアングル割合をわずかに低

下させる効果が、日本においても確認されたといえる。

その背後にある理由は、現時点では必ずしも明らかではないが、IMR単独で下側レキ

シストライアングル割合に与える影響としては限定的であり、むしろ 0歳・1歳との交互

作用として、より強く表れている。

また、0歳ダミーと LowIMRの交差項の係数についても、男女ともに正で、1%水準で

有意な係数が得られた。同時に、このことは、特に 1970年代以降の日本のように、IMR

が極めて低い水準にある先進諸国においては、特に乳児期の下側レキシストライアングル

割合のモデリングが重要になることを確認した結果であるともいえよう。

今後、この回帰モデルを、レキシストライアングルベースでのデータが存在する都道府

県データに適用した上で、その残差を解析してモデル改善を行い、改良されたモデルを用

いて 1971年以前のレキシストライアングルベースでの都道府県別死亡データを整備する

ことにより、JMDの都道府県別生命表についても戦後のデータ提供が可能となると考え

られる。

おわりに
本研究では、都道府県別日本版死亡データベースの拡張に関する検討を行う観点から、

JMD 死因分類に基づく都道府県別死因別年齢調整死亡率について観察を行うとともに、

提供年次の拡大に関連し、下側レキシストライアングル割合を推定するための回帰モデル

の推定に関する基礎的な検討を行った。都道府県別の死因別年齢調整死亡率からは、各都

道府県ごとの死因の推移に関する様々な特徴が観察され、地域の死亡分析に資する可能性

が明らかとなった。また、下側レキシストライアングル割合推定のための回帰モデル検討

では、Wilmoth et al. (2021) と同様のモデルを日本の戦後の全国データから推定するこ

とを試み、今後、本格的に都道府県別のレキシストライアングルベースの死亡数を推定す

るための基礎となるモデルの推定を行うことができた。

一方、都道府県別のレキシストライアングルベースの死亡数をより正確に推定するため

には、本研究で行った全国値だけを用いたるモデルではなく、都道府県の実績値も用い、
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各都道府県に固有の特徴を反映したモデルを検討することも必要であろう。また、わが国

の死亡状況に合わせ、推定に用いる共変量の精査なども行うことが必要と考えられる。

また、本研究の中では、「生命表の年齢や年次が 5歳× 5年になっている点」について

は検討を行うことができなかった。この点について、別府・石井 (2021)では、阪神・淡

路大震災や東日本大震災が平均寿命に及ぼした影響を評価するため、都道府県別 JMDの

基礎データを用い、1歳以上の死亡率について P-spline(罰則付きスプライン)による平滑

化を施して、1歳× 1年の都道府県別生命表を推定している。このように、1歳× 1年の

都道府県別生命表の提供にあたっては、死亡率に何らかの平滑化などを施すことが必要で

あると考えられるが、これにはいくつかの手法が存在するため、どの手法を用いるのがよ

いか、また、平滑化をして得た死亡率による生命表と、平滑化を用いずに求められる現行

の生命表との間の整合性をどのように考えるかなど、いくつかの検討点が存在している。

このような点については今後の課題としたい。

本研究は、国立社会保障・人口問題研究所「超長寿社会における人口・経済・社会のモデリング
と総合分析」(令和 2～4年度)の研究成果であり、本稿で使用した「人口動態調査」に関する分析結
果には、統計法第 32条の規定に基づき、調査票情報を二次利用したものが含まれている。
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表 2 JMD死因分類 (Group I - IX)
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表 3 JMD死因分類 (Group X- XXII)
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